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１ 南区飽浦地内の林野火災について 

（１）火災対応について 

 ３月２３日に発生し４月１１日に鎮火した南区飽浦地内の林野火災は、県下最大の

４８６ヘクタールを焼く火事でした。私にとっては消防団で連日火消しに入った初め

ての山火事でした。しっかりふりかえり、災害につよい街につなげていきたいと思い

質問します。 

 

質問ア：火災２日目の２４日月曜日避難指示の解除や、一部消防団の出動がないと

いったことがありましたが、次の日に火勢が強まりました。２５日に風が強くなる天気

予報もありましたが、打てる手はなかったでしょうか。 

 

イ：消火栓の場所について、幹線道路上にあることで渋滞をうみ、避難をしにくくし

ています。移設しませんか。 

 

ウ：ホースブリッジなど消防団の備品や、ライトや靴など団員の装備について、整備

してはいかがですか。その他の要望もふくめて団から意見を聞き、予算の裏付けも

もって改善しませんか。 

 

エ：火災に伴い、認定こども園などは３日間休園がされ、その後は代替保育でした。

もっと早くできなかったのでしょうか。関係局間の情報共有はいつ、どう行っていま

したか。 

 

オ：代替保育先は灘崎でした。また避難所についても小串や米崎は玉野市の方がル

ートとしては近くて安全です。自治体間を越える代替保育や可能性は追求されまし

たか。 

 

カ：同様に、避難所においても追求されましたか。 

 

 避難所について、「いち早く職員を配置できるようにしてほしい」「煙が近づいて指

定避難所を解除した後にも多くの住民が避難していた」「トイレが高齢者に利用しづ

らい」「学校の避難所が遠い、やじ馬のような人が近くにいて避難しづらかった」など

の声を聞きました。 

 

質問キ：避難所や避難場所の課題や改善すべき点をどう認識し解決しますか。 

 

（２）鎮火後のとりくみについて 

質問ア：火災の発生の原因の特定はどうなりましたか。 
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イ：ここ 10 年の山火事の発生件数は 3 月がトップで次が 4 月です。県は３月を山

火事予防運動月間としています。たき火など行わないよう、１月くらいから広く市内

で啓発を行うようにしませんか。 

 

ウ：火災のとりくみについて、検証を行いまとめるとうかがっています。どうされます

か。 

 

火事で植生が失われ、表土が流出し、コアストーンとよばれるむき出しの岩が露

出するようになります。県と岡山市玉野市の合同調査が行われ、一か所で落石対策、

一か所で治山ダムの対応がされますが、その他の場所の不安もうかがいます。 

エ：県道４６３号、長谷
な が た に

小串線は７月中の通行止め解除を目指して落石防護柵など

の安全対策がとられます。それより北側の斜面、県道 74号倉敷飽浦線の南方面の

斜面には崩落対策の必要がありませんか。 

 

オ：土砂災害警戒区域などの指定の変更はありますか。 

 

カ：長期的な治山を進めるうえで市ができることはどんなことが考えられますか。 

 

キ：今後の雨の降り方によって岩の露出が進む可能性があります。出水期を中心に

崩落の危険性について継続的に調査する必要はありませんか。 

 

 

 

 

２ 災害につよい街づくりについて 

（１）南海トラフ巨大地震の被害想定について 

 ３月３１日、中央防災会議の作業部会が南海トラフ巨大地震に対する被害想定の

見直しを出しました。岡山県の犠牲数は１３００人、うち火災による死者は１０倍の６０

０人です。風の条件の見直しによるものですが、その他の被害も含め、しっかり想定

したもとで備えをすすめる契機にしたいと考えます。 

 

質問ア：南海トラフ巨大地震の被害想定見直しをうけて。市内の被害想定はどうな

りますか。住民への周知をどう行いますか。 

 

イ：浸水深３０ｃｍ以上の浸水面積が東区で前回３０ヘクタールだったものが１３０ヘ
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クタールに増えました。原因は何ですか。どのような対策が必要ですか。 

 

ウ：児島湖沿岸堤防のレベル２地震動に対する耐震性は確保されていますか。不十

分ならば地震直後から児島湖の水で浸水する被害を想定する必要はありませんか。 

 

（２）上下水道の管路耐震化について 

 1 月に策定された「岡山市上下水道耐震化計画」で、「重要施設」に関わる上下水

道耐震化の令和 11 年度までの目標が示されました。 

水道事業総合基本計画アクションプラン後期編では、基幹管路の耐震適合率は

５４％（Ｒ７）を目指すとしていますが、配水支管（小口径管）の管路更新率は年１％

から年 0.7%に落としています。令和８年度の管路全体の耐震管率は 23.2%とい

う目標ですが、これでいいのかと考えます。 

 

質問ア：現在の水道の管路の耐震管率と目標、また管路更新にかけるここ５年間の

事業費の推移をお示しください。 

 

イ：管路更新に関わる国補助および一般会計からの繰り入れ額および、国補助の条

件をお示しください。 

 

ウ：災害時の困難を考えれば、管路更新率を年１％から年 0.7%に落とすより加速

する必要があると考えます。ペースを落とした理由、何か代替策があるならお示しく

ださい。 

 

エ：管路更新に一般会計からの繰り入れを行うべきと考えます。困難な理由は何で

すか。 

 

 下水道について、重要な幹線等を５８０km とし、この内 8 割は耐震性が確保され

ている数字です。しかし重要な幹線等以外の管きょは２１８０km ありますが、ここは

耐震性の調査も対象外です。 

 

質問オ：重要な幹線等の耐震化のスケジュールはどうなりますか。 

 

カ：重要な幹線等とその他で耐震のとりくみが違うのはなぜですか。調査や耐震化

をおこなう対象を広げる必要がありませんか。 


